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債権管理業務

移管された強制徴収公債権の滞納整理及び債権管理条例に基づ
く適切な債権管理を支援します。
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事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 債権管理室 係　　名 債権対策室 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 直営 実施計画

移管債権の滞納整理を実施した。

債権の徴収、管理に関する研修等を実施した。

各債権担当課の債権徴収及び債務整理に関して、必要な助
言・指導を行った。

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4403 メールアドレス zeim@city.toon.ehime.jp

１ 自主性・自立性の高い自治体運営の推進

事業区分

事業の目的
全庁的な債権徴収対策を推進し、各債権所管課における徴収体制
の確立及び積極的な債権の徴収を進めるため。

根拠法令等
地方自治法、地方税法、債権管理条例、債権管理条例施行
規則ほか

総合計画 政策目標 ５ みんなでつくる協働・自立のまち 政策項目 ５ 自立した自治体経営の推進

006 1009 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

最終目標

研修会の実施 回／年 回
3 4 5 5

3 5

収納率
（債権管理室移管分）

収納実績額／調定額 ％
100 100 100 100

43 37

移管債権件数
強制徴収公債権に係る徴収困難案
件の移管件数が少ない。

件
20 20 20 40

3 4

予算費目 会計 一般会計 費目名 総務

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 0 0 0

2.000 12,408 2.000 12,624 2.000 12,624

計(Ａ) 0 0 0
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一次評価者 債権対策室
総　合
評価点

Ｂ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

債権管理室だけでなく、各債権所管課においても債務整理を進めていくための体制づくりや専門知識の習得が必要です。

効率性 先進自治体等の事例を参考に、効率的な債務整理の方法について研究する必要があります。

改　革
計　画

各債権所管課における個別の債権徴収計画を策定し債権整理を推進するとともに、債権管理に関する専門的知識習得のための研修参加や各債
権所管課担当者の債務整理に対する意識の醸成を図るための環境づくりを進めます。

今後の方向性 拡大・充実

各債権所管課からの移管債権に関しては、完納や執行停止相当として返還しておりますが、強制徴収公債権以外の債権については、債権管理条
例に基づき、更なる債務整理を実施していく必要があります。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

各債権所管課担当職員の専門的知識習得とスキルアップのため、引き続き研修等を実施し、債権管理の成果向上につながるよう支援し
ていく必要があります。また、個別の債権徴収計画に掲げた徴収率目標の達成に向けて、関係各課への助言・指導に努める必要があり
ます。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 12,408 12,624 12,624

Ｂ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

法令に基づく適正な債務整理の実施に努め、債権負担の公平性を確保していく必要があります。

有効性
債権管理室へ移管された債権の強制徴収や債権管理条例を制定したことにより、各債権所管課において債務整理を実施していくための有効な事
業です。

達成度

税務課長
総　合
評価点


